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就学援助事務システム標準仕様書

第2.0版（案）に関する

第2回意見照会結果と対応方針について

資料１
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■ 就学援助事務では、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」（令和三年法律第四十号）に基づ

き、自治体の業務プロセスや情報システムの実態等について調査を行い、市区町村・事業者への意見照会、有識者

による検討会及び自治体職員で構成されるワーキングチームを経て、令和３年８月に 「就学事務システム（就学

援助）標準仕様書 【第1.0版】」 を策定しました。

■ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決定）において、就学事務システム（就学

援助）標準仕様書 【第1.0版】は、令和４年夏までに改定することとされています。

■ また、デジタル庁から令和４年夏までに「地方公共団体情報システム標準化基本方針【1.0版】」が公表される予

定であることから、本年度は主に重点計画、標準化基本方針、データ要件・連携要件等との整合を図る改定を予定

しています。

■ 本意見照会では、令和3年8月に公開した【第1.0版】から、重点計画等に基づくさらなるデジタル化の推進や教育

データ利活用等の観点からに 「就学事務システム（就学援助）標準仕様書【第2.0版(案)】 」を対象として、各自

治体における 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づく機能の有効な活用方法に関する意見や、改定箇

所に対する実務上の懸念事項 等について意見をいただくことを目的としています。

1. これまでの検討経緯と意見照会の目的

「自治体の基幹業務システムの統一・標準化」に関する詳細は、デジタル庁ウェブサイトをご参照ください。

https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/

意見照会回答要領から再掲

https://www.digital.go.jp/policies/local_governments/
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2. 本意見照会の概要
2.1. 改定のポイント

◼ 就学事務システム（就学援助）標準仕様書 【第2.0版】では、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」への対応と令和3年度

申し送り事項等に関する対応を軸に検討を進め、主に以下の内容について改定を予定しています。

【転出証明書情報等の活用】
• 引越しワンストップ実現の観点から、住基システムから連携される転出証明書情報等を連携し、効率的な
事務処理に活用する。

【公的給付支給等口座の登録制度】
• 情報提供ネットワークを経由して、口座情報登録システムから公的給付支給等口座情報（口座番号
等）を取得し、国民に給付金を支給する仕組みの活用を検討する。

【教育データの利活用】
• 教育データ利活用ロードマップを踏まえ、文部科学省の教育データ標準とデジタル庁が作成する標準仕様
書のデータ要件及び連携要件の整合を図ることで、教育データの利活用を促進する。

【該当者の確実な把握】
• 該当者の申請機会を確保するため、該当者の把握と申請書交付に関する業務フローを整理する。

【重点計画】
「第6 デジタル社会の
実現に向けた施策」へ

の対応

令和3年度申し送り
事項等に関する対応

【その他】
• 令和3年度の自治体及びベンダへの意見照会結果を踏まえ、軽微な改定作業を行う。
（解釈が分かれる恐れのある記述等）

意見照会回答要領から再掲
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2. 本意見照会の概要
2.2. 意見照会範囲と第2.0版への改定プロセス

◼ 令和４年度の意見照会は、第1.0版からの改定箇所を対象として、２回実施する予定です。

◼ 第１回意見照会では、各自治体における 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づく機能の有効な活用方法に関するご意見や、

改定箇所に対する実務上の懸念事項 等についてご意見をいただくことを目的とします。

◼ 第２回意見照会では、第１回意見照会結果を踏まえてWT及び検討会を開催し、修正した第2.0版（案）に関して再度ご意見をいた

だき、改定案の妥当性を確認することを目的とします。

標準仕様書改定に向けた検討プロセス

意見照会
準備

検
討
会
等

第１回
検討会

第１回
意見照会

意
見
照
会

意見対応方
針検討

第２回
検討会

第２回
意見照会

意見対応方
針検討

第３回
検討会

標準仕様
書2.0版
策定

第１回
WT

第２回
WT

※WT：ワーキングチーム

（5月25日から6月14日まで）

（令和4年夏）

意見照会回答要領から再掲
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3. 第2回検討会における構成員の意見要旨

◼ 第2回検討会（7月21日開催）での主な論点に関する各構成員からの意見を踏まえ、以下のように対応することを検討しています。

分類 構成員からの意見要旨 対応方針（案） 対応時期

転出証明書情報
等の活用

• 転出証明書自体よりも引越し時の速やかな援助や援助漏
れ防止が重要と考える。自治体間の連絡票という既存帳
票を電子化するだけでなく、就学援助システム間連携や他
システムとの連携機能として設計する発想が必要である。第
2.0版で実装するには時間的に難しいと思うが、あるべき姿
に近づくための機能の実装について、引き続き、文部科学省
とデジタル庁で検討して欲しい。

• 自治体間の情報連携の望ましいあり方について、
デジタル庁、文部科学省にて引き続き検討します。

2.0版以降

公的給付支給等
口座の登録制度

（特段のご意見なし） ー ⁻

教育データの利活
用

• 教育データ利活用について、各自治体でどのような申請を
認定して、どのような申請を認定しなかったかというデータを
蓄積して文部科学省で把握することで、支援の充実につな
げていくことができるのではないか。

• 教育データ利活用については、アウトリーチの観点からも検
討いただきたい。個人情報保護の観点もあるため、匿名化
等を施したうえでデータを収集・公表すれば、行政における
利活用だけでなく、市民や研究者による行政チェックにも利
活用可能なので、そのような視点も含めて検討して欲しい。

• システム標準化により全国の自治体のデータ項目
が統一されることで、データ利活用に繋げていくこと
が出来るものと考えます。

• 現在は文部科学省から各自治体へ毎年実施し
ている実態調査によって、自治体の認定基準を
調査・把握しています。ご意見を踏まえて、教育
データの利活用方法を引き続き検討します。

2.0版以降

該当者の確実な把
握

• 自動継続処理によって、申請漏れを防ぐという意図を文章
で示さなければ自治体には伝わらないのではないか。

• 標準仕様書へ自動継続処理の機能および業務
フローを記載した意図を追記します。

2.0版
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4. 第2回意見照会の結果概要

◼ 第2回意見照会結果の概要は、以下のとおりです。

◼ 本WTでは、第2回意見照会結果への対応方針等について、構成員の皆様からのご意見をいただきたいと考えています。

【重点計画】
「第6 デジタル社会の
実現に向けた施策」へ

の対応

令和3年度申し送り
事項等に関する対応

転出証明書情報等の活用

公的給付支給等口座

の登録制度

教育データの利活用

該当者の確実な把握

第1回意見照会結果

を踏まえた軽微な改定

その他

質問

意見照会スコープ外への意見

（昨年度検討済み事項など）

意見数

27

40

0

50

58

129

10

314合計

本WTでの検討対象

本WTでの検討対象外

ただし、事務局で全ての意見・質問を確認し、

適宜必要な修正を行う。

【論点１】

【論点２】

【論点３】

【論点４】

0

0

0

0

109

28

84

221

機能要件等への意見 帳票要件への意見
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点１】転出証明書情報等の活用（意見照会での主な意見）

◼ 転出証明書情報等の活用に関する自治体からの主な意見は以下のとおり。

データ項目等

に関する質問

多義的な表現に関する意見

（表現の統一）

実装必須機能にすべき

という意見

• 「情報を取得できること。」とありますが、「取得」
が具体的にどのような機能で実現されているべきか不
明瞭で多義的な表現です。「管理（参照・登録・修
正・削除）」という表現に修正し、画面表示だけでな
くデータベースへの登録が行われることを明記すべき
と考えます。

• 利活用方法検討のため、転入予約情報、転居予約情報
及び転出証明書情報の項目を具体的にご提示ください。

• 帳票要件に転出証明書情報が定義されている帳票が存
在しないように見受けられます。「帳票に出力できる
こと。」とは具体的にどのような機能を指すかご教授
ください。

• インプット側となる住民記録の標準仕様書において
「転出・転入手続のワンストップ」は「実装必須機
能」となっている点、及び「1.2.10.マイナポータルか
らの申請受付」は「実装必須機能」となっている点も
鑑みると、本機能も「実装必須機能」としてはどうか。
自動でデータを取得できるため、職員の作業軽減及び
入力誤りの抑止に繋がる。

自治体からの主な意見

• 本標準仕様書では機能要件におい
て「管理（参照・登録・修正・削
除）」という表現で統一している
ため、ご意見を踏まえて表現の見
直しを行います。

• 今後、デジタル庁の定めるデータ
要件等で示される予定です。

• 帳票出力に関しては、データ要件
等で定められた項目をリスト形式
（CSV等）で出力することを想定し
ています。

• 第1回意見照会結果を踏まえて「実
装オプション機能」と整理したた
め、今後多くの自治体で有用な活
用方法が示されれば「実装必須機
能」へ見直すことを検討します。

対応方針（案）
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点１】転出証明書情報等の活用（修正案）

標準仕様書【第2.0版】案の記載

第2回意見照会時 第2回意見照会結果反映後

【実装オプション機能】

マイナポータルぴったりサービスその他汎用電子申請システム
（以下「マイナポータルぴったりサービス等」という。）を利用
して行われた引越しOSSにおける転入予約申請又は転居予約申請
により申請のあった転入予約情報又は転居予約情報のうち事前準
備に用いる情報を、申請管理機能（「自治体の基幹業務システム
の共通機能に関する標準仕様書」において規定する申請管理機能
をいう。以下同じ。）を経由して取得できること。

また、転入前に、住民記録システムから転出証明書情報（番号利
用法で規定する個人番号を除く。以下同じ。）に係る関係する情
報を取得できること。

転入予約情報、転居予約情報及び転出証明書情報を当該情報のデ
ータ項目により検索ができ、画面又は帳票に出力できること。

転入予約情報、転居予約情報及び転出証明書情報を、期間を指定
して一括又は個別に削除できること。

【実装オプション機能】

マイナポータルぴったりサービスその他汎用電子申請システム
（以下「マイナポータルぴったりサービス等」という。）を利用
して行われた引越しOSSにおける転入予約申請又は転居予約申請
により申請のあった転入予約情報又は転居予約情報のうち事前準
備に用いる情報を、申請管理機能（「自治体の基幹業務システム
の共通機能に関する標準仕様書」において規定する申請管理機能
をいう。以下同じ。）を経由して取得し、管理（参照、登録）で
きること。

また、転入前に、住民記録システムから転出証明書情報（番号利
用法で規定する個人番号を除く。以下同じ。）に係る関係する情
報を取得し、管理（参照、登録）できること。

転入予約情報、転居予約情報及び転出証明書情報を当該情報のデ
ータ項目により検索ができ、画面又は帳票に出力できること。

転入予約情報、転居予約情報及び転出証明書情報を、期間を指定
して一括又は個別に管理（削除）できること。

【論点１】転出証明書情報等の活用に関する修正案の考え方

• 自治体への第2回意見照会での意見を踏まえ、表現を統一する軽微な修正を行う。

※デジタル庁から標準仕様書間の整合性を図るための調整を目的として制度所管府省へ示された標準仕様書記載案
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点２】公的給付支給等口座（意見照会での主な意見）

◼ 公的給付支給等口座に関する自治体からの主な意見は以下のとおり。

多義的な表現に関する意見

（表現の統一）

実装オプション機能にすべき

という意見

• 他の要件では「管理」の末尾に詳細が記載されている
ため、「（登録・修正）」などといった文言を追記す
べきと考えます。

以下のことにより、本要件は実装オプション機能にすべき
と考える。

• 「マイナンバー利用に関する条例や設備が整備されて
いない自治体は、本機能を利用しないことを想定して
いる。」との記載があり、すべての自治体で必要とな
る機能ではないため。

• 申請又は給付の都度、自動で公的給付支給等口座情報
を取得する仕様とした場合、例えば申請入力時に自動
取得した口座情報と振込口座処理や通知書作成処理時
に自動取得した口座情報に差異があった場合に、その
差異の妥当性（口座情報の最新性）を都度確認する必
要が発生する。申請入力、振込口座処理、通知書作成
の毎回に差異の妥当性を確認するとなれば、自治体の
事務負担が相当増えることになると考えられるため。

自治体からの主な意見

• 本標準仕様書では機能要件におい
て「管理（参照・登録・修正・削
除）」という表現で統一している
ため、ご意見を踏まえて表現の見
直しを行います。

• 本機能はマイナンバーの活用によ
るデジタル化推進の観点から、実
装必須機能として定義しています。

• 公金受取口座登録システムから取
得した直近の情報が最新であるた
め、口座情報の差異の妥当性確認
作業は想定しておりません。

対応方針（案）
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点２】公的給付支給等口座（修正案）

【論点２】公的給付支給等口座に関する修正案の考え方

• 自治体への第2回意見照会での意見を踏まえ、表現を統一する軽微な修正を行う。

※デジタル庁から標準仕様書間の整合性を図るための調整を目的として制度所管府省へ示された標準仕様書記載案

標準仕様書【第2.0版】案の記載

第2回意見照会時（旧） 第2回意見照会結果反映後（新）

【実装必須機能】

公金受取口座（公的給付支給等口座）の利用の意思の有無を管理
できること。

公金受取口座の利用の意思がある場合には、申請又は給付の都度、
情報提供ネットワークシステムを通じて公金受取口座登録システ
ムから公金受取口座情報を自動で取得し、公金の振込先口座とし
て利用できること。

【実装しない機能】

取得した公金受取口座情報を、他システムに提供できること。

【実装必須機能】

公金受取口座（公的給付支給等口座）の利用の意思の有無を管理
（参照、登録、修正、削除）できること。

公金受取口座の利用の意思がある場合には、申請又は給付の都度、
情報提供ネットワークシステムを通じて公金受取口座登録システ
ムから公金受取口座情報を自動で取得し、公金の振込先口座とし
て利用及び管理（参照）できること。

【実装しない機能】

取得した公金受取口座情報を、他システムに提供できること。
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点３】教育データの利活用

◼ 教育データの利活用に関して、第2回意見照会における自治体からの意見は無かった。

◼ デジタル庁から自治体に対するデータ要件及び連携要件の意見照会結果及び教育データ利活用ロードマップを踏まえ、文部科学省の教

育データ標準と標準仕様書データ要件及び連携要件が整合するように、引き続きデジタル庁との調整を継続します。
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点４】該当者の確実な把握（意見照会での主な意見）

◼ 該当者の確実な把握に関する自治体からの主な意見は以下のとおり。

自動継続処理の対象条件

に関する意見

• 「前年度認定された者」の定義が曖昧なため明記が必
要と考える。例えば、年度当初に認定されていたが、
年度途中に所得更正等で認定要件を満たさなくなり、
否認定となった者も「前年度認定された者」に該当す
るのか。

• 「前年度認定された者」には「前年度認定され年度途
中で廃止された者」も含まれてしまうため、継続処理
の対象としては不適切と思われます。

自治体からの主な意見

• ご指摘を踏まえて、「前年度末時
点の認定者」に修正いたします。

対応方針（案）

複写機能

に関する意見

• 前年度認定者の申請情報を複写する記述が削除された
が、複写を行った上で、世帯員比較を行うようにしな
いと、不一致者が大量に発生した場合に対処しきれな
い。

• 前年度認定された者の申請情報を複写した上で、世帯
員が不一致の者について一覧を出力したいので、第１
回意見照会時の案実装必須機能の案にあった「前年度
申請情報を翌年度申請情報として複写した上で」の文
言を追加してほしい。

• ご意見を踏まえて、複写に関する
記載を追加いたします。
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5. 主な論点に対する意見と対応方針（案）
【論点４】該当者の確実な把握（修正案）

【論点４】該当者の確実な把握に関する修正案の考え方

• 自治体への第2回意見照会での意見を踏まえ、自動継続処理の対象条件等に関する軽微な修正を行う。

標準仕様書【第2.0版】案の記載

第2回意見照会時（旧） 第2回意見照会結果反映後（新）

【実装必須機能】

前年度認定された者について、基準日を指定して住民記録システ
ム上の世帯員と就学事務システム（就学援助）上の世帯員を比較
し、一致する者を一括または個別に自動継続処理（継続して申請
されたものとして扱う処理）にできること。

また、前年度認定された者のうち、自動継続処理されていない者
かつ当該年度に申請が無い者の一覧を出力できること。

なお、住民記録システム上の世帯員と就学事務システム（就学援
助）上の世帯員が異なる世帯については、一覧として出力できる
こと。

【実装必須機能】

前年度末時点の認定者について、基準日を指定して住民記録シス
テム上の世帯員と就学事務システム（就学援助）上の世帯員を比
較し、一致する者を前年度申請情報を翌年度申請情報として複写
した上で、一括または個別に自動継続処理（継続して申請された
ものとして扱う処理）にできること。

また、前年度末時点の認定者のうち、自動継続処理されていない
者かつ当該年度に申請が無い者の一覧を出力できること。

なお、住民記録システム上の世帯員と就学事務システム（就学援
助）上の世帯員が異なる世帯については、一覧として出力できる
こと。
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6.その他、意見照会スコープ外の意見に関する対応方針

• 各自治体の運用を前提とした、標準仕様書に対する修正要望（不要な機能の削除、必要な機能の追加 等）

• 昨年度決定事項に対する意見（各実装機能の記載内容および必須・オプションの別はワーキングチームの協議結果に基づき検

討会において承認済みのため）

• 本業務のスコープ外（就学援助事務システム以外）に関する事項

例）他業務システムが実装すべき要件、データ要件・連携要件、共通機能、ガバメントクラウド等に関するご意見

◼ 意見照会スコープ外の意見につきましては、事務局で全ての意見・質問を確認し、適宜必要な修正を行います。

◼ ただし、昨年度からの検討経緯や標準化の目的等を踏まえ、以下に該当するご意見については、原則として対応できかねるため、ご理解

いただけますと幸いです。

第1回WT資料から再掲


